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日本の川の水は山から海へ一気にかけ
下る。世界の代表的な河川と比べると、
日本の河川が急勾配なのが良くわかる。

日本の河川は川の長さが短く、上流から下流への

勾配が急であるため、一気に海へ流れるのが特徴

です。このため、いったん雨が降ると、急に増水

し短時間のうちに洪水のピークになります。

日本は年間降雨量は世界平均の約2倍と多く、しかも、梅雨期・台風期に集中して降ります。その結果、川の水量は、例えば利根

川では、洪水のときの流量は平常時の流量の、なんと100倍にもなります。海外では、ドナウ川は4倍、ミシシッピー川は3倍であ

り、日本の河川は、瞬時に大洪水となって流下し、瞬時に減少する特徴があります。

ロンドン市内ではテムズ川が市街地のいちばん低

いところを流れていますが、東京では市街地より

も高いところを流れている河川が多く、洪水時に

は浸水による被害が大きくなりやすい状態にあり

ます。
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世界各国の降水量（mm/年） 年間降水量（世界）月別の比較 
（H14理科年表より） 
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● 東京 
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● ミシシッピー川 

平常時 

1／3● ドナウ川 
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● 利根川 
1／100

洪水時 
洪水時と平常時の流量比較 

日本の河川は急勾配で豪雨時には一気に洪水となって流下

日本の年間平均降水量は約1700mmで世界平均降水量の約970mmの約2倍です。
しかも梅雨期と台風期に集中

日本の都市の大部分は、
洪水時の河川水位より
低いところにあり
洪水の被害を受けやすい

［1］日本と世界の河川の比較［1］日本と世界の河川の比較
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資　産 

人　口 

面　積 

沖積平野 
（洪水時の河川水位より低い地域） 

その他の区域 
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長年にわたる治水事業により浸水

面積は確実に減少しています。し

かし被害額はなかなか減少しませ

ん。氾濫区域内に資産が集中して

いるため単位面積あたりの浸水資

産額が増加しているからです。
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注1） 一般資産水害被害額及び水害密度は、営業停止損失を含む。 
注2）国土交通省「水害統計」による。　 

50 55 60 1 5 9 101112 1314 15 （年） 

総浸水面積 

一般資産被害額 
一般資産 
水害密度 

宅地・その他浸水面積 

浸水面積 
（万ha） 

被害額 
（百億円） 

水害密度 
1ha当り被害額 
（平成7年価格） 

（千円） 

46,189

28.0

0.6

2.6

水害被害額及び一般資産水害密度等の推移 

日本は山地が多く、全国土の10％にすぎ

ない沖積平野（洪水時の河川水位よりも

低い地域）に、全人口の51％、総資産の

75％が集中しています。そのためいった

ん河川が氾濫すると被害はより深刻なも

のになってしまいます。

浸水面積は減った。
でも氾濫域に資産が集中している。だから被害額は減らない

全国土の10％にすぎない洪水氾濫域に人口の51％、資産の75％が集中

［2］洪水氾濫域における資産［2］洪水氾濫域における資産
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●全国のアメダス地点

（1,300箇所）による統

計を見ると、1時間

100mm以上の降雨を

10件も観測した年もあ

ります。

（回／年） 
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0
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S51～60 
平均209回 

S61～H7 
平均234回 

H8～16 
平均293回 

H17（9/12迄） 
215回 時間雨量50mm以上の降雨の発生回数 

1時間降雨量における年間延べ件数（全国アメダス地点　約1,300箇所より） 

1時間降雨量における年間延べ件数（全国アメダス地点　約1,300箇所より） 

（回／年） 

S 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
0

 

5

10

S51～60 
平均2.2回 

S61～H7 
平均2.3回 

H8～16 
平均5.0回 

H17（9/12迄） 
1回 時間雨量100mm以上の降雨の発生回数 

気象庁のデータを基に国土交通省作成

近年は集中豪雨が増加

過去10年間に、日本全国の約3割の市町村で水害が発生

最近10年の全国の水害の発生した市町村［1991年（平成3年）～2000年（平成12年）］

出典：水害統計より国土交通省作成

3ヶ年以上水害の発生した市町村

1～3ヶ年水害の発生した市町村

0ヶ年 水害の発生した市町村

［3］近年の災害発生状況［3］近年の災害発生状況
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●治水対策により、Ｈ13末までの10年間で約11万戸相当の対策を実施。

●一方で、Ｈ14～Ｈ17の4年間だけでも新たに約10万戸の床上浸水被害が発生。

［4］後追い的対応が続く治水対策［4］後追い的対応が続く治水対策

［5］事前投資で大幅な被害軽減が可能となる［5］事前投資で大幅な被害軽減が可能となる

H4-H13に発生した 
主な災害： 
・鹿児島豪雨（H5） 
・阿武隈水害（H10） 
・東海豪雨（H12）　等 

被災戸数累計 
（H4～H13） 
約15万戸 

 

約1万戸対策 
（H14～H16） 

未対策戸数 

約4万戸 
 

新たに発生した 
未対策戸数 

（H14～H17） 

約10万戸 

未対策戸数 

約3万戸 

※床上浸水戸数は水害統計（Ｈ17年度は消防庁発表に基づく10月17日現在の値）、未対策戸数は河川局調査による。 
※床上浸水被害には全半壊・流失も含む。 
※浸水被害にはこの他にも床下浸水、農地浸水等が存在。 

H4～H13の10年間に 
床上浸水被害を受けた戸数 

 

H13年度末 
 

H17.10現在 
 

H4～H13で 
約11万戸分 
対策を実施 

H14～H17で 
新たに 

約10万戸 
の被害 

未対策は 
約13万戸に 

■床上浸水被害の未対策戸数の現状 

H14-H17に発生した 
主な災害： 
・福岡豪雨（H15） 
・新潟・福島豪雨（H16） 
・福井豪雨（H16）　等 

激特事業の効果 

約5,500億円 
相当 
 

激特事業の効果 

約4,600億円 
相当 
 

被害額 

約6,700億円 

被害額 
（H11、H15合計） 

約4,639億円 

事業実施後 

想定被害額 
約1,200億円 

事業費 

約716億円 
事業費 

約553億円 

716億円の事前投資で 
約5,500億円の被害軽減 

553億円の事前投資で 
約4,600億円の被害軽減 

東海豪雨の 
被害額 
 

事業実施後の 
想定被害額 

再度災害 
  防止費用※ 

福岡豪雨の 
被害額 
 

事業実施後の 
想定被害額 

再度災害 
  防止費用※ 

※庄内川・新川河川激甚災害対策特別緊急事業（H12-H16） ※御笠川河川激甚災害対策特別緊急事業（H15-） 

※同様の降雨による内水又は越水による被害を計上。 
　また、一部区間でＨＷＬを超える場合があるが、破堤は想定していない。 
 

○東海豪雨により、浸水家屋約18,000戸、総額約6,700億円の被害
が発生 
○約700億円余りを投じて緊急的な対策を実施（平成16年度事業完了） 
○事前の投資がなされていれば約5,500億円相当の被害軽減の可能性 

①東海豪雨（H12.9）【愛知県　庄内川・新川】 
しょうない 

○福岡市はH11.6及びH15.7に計2回、のべ浸水戸数約6,700戸の
被害が発生 
○約550億円で緊急的な対策を実施中 
○事前の投資がなされていれば約4,640億円の被害が軽減できた可能性 

②福岡豪雨（H15.7）【福岡県　御笠川】 
み　かさ 
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［6］災害発生事例［6］災害発生事例

2005年被害
9月4～5日前線

妙正寺川（東京都）

9月5～6日台風14号

玖島川（広島県）

善福寺川（東京都）

錦川（山口県） 錦帯橋の橋杭流出

錦川（山口県） 浸水後の市街
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9月4～6日台風14号

五ヶ瀬川（宮崎県） 越水状況

耳川（宮崎県）

五ヶ瀬川（宮崎県） 浸水状況

祝子川（宮崎県） 浸水状況

大淀川（宮崎県） 浸水状況

番匠川（大分県） 浸水状況
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2004年被害

毎年のように大きな被害が発生している

10月18～21日台風23号

円山川（兵庫県）

7月12日新潟・福島豪雨災害

五十嵐川（新潟県）

刈谷田川破堤後の状況（新潟県） 同左
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地下鉄博多駅構内（福岡県）

砂鉄川（岩手県）

2002年被害

2003年被害

7月11日台風6号

7月19日福岡豪雨災害

9月26日十勝沖地震
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川幅を広げることにより河川の水の流れる断面を大
きくし、水位を下げる。 

河川を掘削して水の流れる断面を大きくし水位を下げる。 

●河道掘削 ●築　堤 

●引　堤　　 ●嵩上げ 

●遊水地 

堤防を造り水の流れる断面を大きくする。 

ダムで洪水をためて下流の河川に流れる水の量を
減らし洪水時の河川の水位を下げる。 

●ダ　ム 

堤防を嵩上げし、河川の水の流れる断面を大きくする。 

洪水で水が溢れそうになった時、遊水地で洪水を一
時溜め、洪水時の河川の水位を下げる。 

周囲堤 

排水門 

流入 
ダムで貯留 

放流 

治水の手法

［7］治水対策の考え方［7］治水対策の考え方
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都市部での課題

〈急激な市街化の進展〉
昭和30年代以降の急激な開発により、流域の大部分が市街化されました。

〈開発による流出増〉
開発前は雨水は地中に浸透し、河川には主に表流水（地表を流れる水）が流入していたが、開発によってコンクリートなど

に覆われた不浸透域が増大し、短時間に多量の雨水が河川に流入するようになり、洪水を誘発するようになりました。

〈都市型水害の発生〉
都市部の河川では、平常時は流量が極端に少ない反面、台風時などに、流域に降った雨水が短時間に集中して流出し、溢

水等により都市機能の麻痺や地下街の浸水をもたらす「都市型水害」が多発しています。

昭和30年代から始まった急激な都市への人口、産業、資産の集中や流域における開発によって、流域の保水・遊
水機能は低下し、中・下流域の都市部では水害が頻発するようになりました。

神田川　東京都（平常時） （1993年台風11号時の洪水の状況）

1997年（平成9年） 1958年（昭和33年） 

自然地 

市街地 

自然地 

市街地 

10％ 84.3％ 

市街化率 市街化率 

鶴見川流域 鶴見川流域 

（開発前） （開発後）
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総合的な治水対策

■総合的な治水対策の概念図

 

浸透 

校庭・公園貯留 

調節池 

遊水地 
降雨 

降雨降雨 降雨 

降雨降雨 降雨 

降雨降雨 降雨 

降雨 

流出 
流出 

降雨 

放水路 

建築物の地下貯留 
棟間貯留 

各戸貯留浸透 

防災調節池 

●河道の整備（築堤・浚渫など） 
●遊水池、放水路などの建設 

●市街化調整区域の保持 
●自然地の保全 
●防災調整池などの設置 
●透水性舗装・浸透ますなどの設置 

●市街化調整区域の保持 
●盛土の抑制 
●営農環境の改善 

●内水排除施設の整備 
●貯留施設の設置 
●耐水性建築の奨励 

●警報避難システムの確立 
●水防管理体制の強化 
●浸水実積・予想区域の公表 
●耐水性建築の奨励 
●住民へのPR

遊
水
地
域 

低
地
地
域 

保
水
地
域 

総
合
的
な
治
水
対
策 

河
川
改
修 

流
域
対
策 

被
害
軽
減
対
策 

都市部での治水安全度を高めるには河川改修の他に流域対策や被害軽減対策などの総合的な対策が必要です。

■流域対策

通常はテニスコートに利用している例
（霧が丘調節地・神奈川県） 貯留・浸透施設の整備イメージ

水が溜まった様子（昭和60年6月）

浸透ます 
浸透U字溝 

浸透地下トレンチ 

浸透U字溝 浸透性舗装 

路面排水 
浸透ます 

浸　　透　 
浸　　透　 

浸　　透　 浸　　透　 

浸　　透　 

浸　　透　 

浸　　透　 

ローム層 

浸透地下トレンチ 

都市化によって、地表がアスファルトやコンクリートで

覆われ地面が水を吸収しにくく、保水能力が低下してい

ます。浸透ますなど浸透施設を設置することによって雨

水は地中に浸透。その結果、①河川への流出総量が減少

②ピーク流量が減少　などの保水効果が生まれ、河川へ

の負担が軽減します。
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まちづくりと一体的に良好な水辺空間を創出

■河畔の改良 隅田川　東京都 箱崎地区

■安全でにぎわいのある良好な水辺空間の創出

堤防で河川が眺望できない

にぎわい空間の創出

生まれ変わった河畔

大規模な工場跡地 水辺空間を活かした公共住宅等の整備

整備前

整備後（イメージ図）

整備前 整備後

整備前 整備後

■大規模な土地利用転換 淀川　大阪市 酉島地区

道頓堀川（大阪市）

太田川（広島市）
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多自然型川づくり等による良好な河川環境の保全・復元、水質浄化等を推進します。

●多自然型川づくり

●水質浄化 綾瀬川（埼玉県）

●動植物の良好な生息・生育環境を有する河川の保全・復元 釧路湿原（北海道）

湿原面積 

ハンノキ面積 

194.3km2

71.3km2
湿原面積 

ハンノキ面積 

245.7km2

21.0km2

1947年 1999年 

●近年の流域の経済活動の拡大等に伴い湿原面積が著しく減少。

●長期的な目標としてはラムサール条約登録当時（1980年）の環境への回復。
短期的には西暦2000年現在の状況を維持保全。

浄化前 浄化後

［8］良好な河川環境の保全・復元［8］良好な河川環境の保全・復元

■梅田川（神奈川県） ■河原田川（石川県）
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1896

1964

1997

M.29

S.39

H.9

治水 

治水 利水 

治水 利水 

環境 

ハードのみから、ハードソフト連携した治水対策への転換

手
続
き 

河川整備基本方針 

河川整備計画 

どの程度の規模の洪水をターゲットとした対策
を行うか等の基本方針 

河川整備基本方針の
案の作成 

河川整備基本方針の
決定 

原　　案 

河川整備計画の 
案の作成 

河川整備計画の 
決定 

内
容 

主な工事内容等についての計画 内
容 
手
続
き 都道府県河川審議会 

一級水系の場合 

二級水系の場合 意　見 

学識経験者 

地方公共団体の長 

公聴会の開催等による 
住民意見の反映 

意　見 

意　見 

新しい河川法は、平成9年6月に改正され、同年12月に施行された。 

社会資本整備審議会 

河川法の目的として治水・利水に加え
「河川環境の整備と保全」を位置付け。

豊かで美しい河川環境の整備と保全

河川整備の計画に
ついて、地方公共団
体の長、地域住民
等の意見を反映す
る手続きを導入。

地域の意見を反映した河川整備を推進

これからの治水対策 

ダム、連続堤防等による河川改修 

これまでの治水対策 

河川改修のみの対応の限界 

ダム、連続堤防等による 
河川改修 

これまでの治水対策 ・輪中堤、 
　宅地嵩上げ＋土地利用方策 
・河川と下水道との連携強化 
・貯留施設等による流出抑制
　対策 
・ハザードマップ作成・公表等 

流域対策 

＋ 

砂 防 

ダ ム 
輪中堤・宅地嵩上げ 

＋ 
土地利用方策 

連続堤防 
霞堤の存置 

これからの治水対策 

河川事業と下水道事業の連携強化 
ハザードマップ等のソフト対策の推進 

市街地 

砂 防 

ダ ム 

市街地 

連続堤防 

これまでの治水対策 

笛吹川洪水ハザードマップ　山梨県東八代郡石和町

［9］河川行政の転換［9］河川行政の転換

水防法の改正（H13年6月）

浸水想定区域等を指定・公表　

水防法の改正（H17年7月）

主要な中小河川へも拡大・洪水ハザードマップの公表を義務化

河川管理者が作成

浸水想定区域図

河川法の改正（平成9年）河川法の改正（平成9年）

市町村長が作成
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Ⅰ．近年の災害の特徴と新たな課題 
近年の水害、土砂災害、高潮災害等から、自然的状況、社会的状況の変化による新たな災害対策の課題が明
らかになった。 

Ⅱ．今後の対策の基本的方向 
近年の災害から明らかになった新たな課題に的確に対応しつつ、今後の投資余力が限られる中で、できるだ
け早期に安全度を高め、被害を最小化する「減災」を図ることが基本的命題。 

①高齢者や保育園児
などの災害弱者の
被災が特徴的 

少子高齢化に対応した警戒
避難体制の確立が必要 

③避難勧告の発令や
伝達の遅れや、伝
達されても避難し
ない人が多数 

④地下鉄、地下街な
ど地下空間利用が
増加している中で
の地下空間が多数
浸水 

住民や自治体等の災害経験
が減少し、危機意識も低下
している中でも、災害時に
的確な認識や行動がなされ
るような仕組みが必要 

都市の地下空間の浸水に対
する防御と的確な避難誘導
体制の構築が必要 

②旧来型の地域コミュ
ニティの衰退、水
防団員の減少と高
齢化など地域の共
助体制が弱体化 

近年の社会的状況を踏まえ
た共助体制の再構築が必要 

2. 社会的状況 

①局所的な集中豪雨
が多発 

・流域が比較的小さい中小
河川での洪水や土砂災害
の増大 
・洪水予測等があまり行われ
ていなかった中小流域での
情報提供の充実をはじめ迅
速な警戒避難体制が必要 

③破堤が多数発生。
多くの人命、財産
を失うだけでなく、
後片づけなど事後
対応も大変 

・破堤のように災害現象が
急激に拡大することがな
いような対策が必要 
・災害現象の急激な変化を
念頭においた避難警戒体
制が必要 

②これまでの記録を
超える降雨量、高
潮の波高・波力な
どを各地で観測 

自然の外力は施設能力を超
える可能性が常にあること
を踏まえた備えが必要 

1. 自然的状況 

ソフト対策とハード整備が一体と
なった減災体制の確立 

これまでハード対策に付随して行ってきたきらいのあるソフト対
策を災害対策の重要な柱として本格的に展開する。 

災害安全度の早期向上のための多
様な整備手法の導入、既存施設の
有効活用、管理の高度化・効率化 

確実に目に見える形で安全な社会とするため、施設の計画・整備・
管理において画一的に考えていた部分を点検し、土地利用、住ま
い方の状況等を踏まえた個々の必要な安全度や機能の確保を図る
多様な方策を導入し、ハード整備の質的転換を図る。 

地域防災力の再構築への本格的支援 

「減災」は自助・共助・公助がバランスよく機能してはじめて達
成されるものであることを踏まえ、これまで施設管理者等として
の役割に重点をおいてきた河川・砂防・海岸の各行政は、地域の
防災力の向上への支援も本来の重要な使命として取り組む。 

［10］総合的な豪雨災害対策の推進について［10］総合的な豪雨災害対策の推進について 平成17年4月18日提言平成17年4月18日提言
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